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≪民生委員審査専門分科会≫ 担当課 健康福祉政策課 

 

 ・調査審議事項 

  ○青森市民生委員推薦会が推薦した民生委員・児童委員候補者の審査（民生委員法第５条、第７条） 

 

（民生委員等の審査のフロー） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・民生委員・児童委員定数および充足率 

民生委員・児童委員 

定 数 現員数 欠員数 充足率 

658名 615名 43名 93.5％ 

※欠員数は、平成 27年 10月 20日時点 

 

 

・平成２７年度の開催スケジュール 

開催回（開催日） 案 件 

第１回（平成 27年 5月 25日） ・民生委員・児童委員候補者の審査 

・主任児童委員候補者の審査 

第２回 

（平成 27年 11月中旬予定） 

・民生委員・児童委員候補者の審査 

 

第３回 

 （平成 28年 1月中旬予定） 

・民生委員・児童委員候補者等の審査 

 

 

 

 

  

候補者 

（各地区に推薦

準備会を設置） 

内申 
青森市民生 

委員推薦会 

委嘱 

青森市長 推薦 

民生委員審査専門分科会 

諮問 答申 

厚生労働大臣 

決定 

推薦 
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≪地域福祉専門分科会≫ 担当課 健康福祉政策課 

 

 ・調査審議事項 

  地域福祉に関する事項 

○「青森市地域福祉計画」の検討審議など 

  ＜参考＞ 

    「（仮称）青森市地域福祉計画」基本方向   3ページ参照 

 

 

・平成２７年度の開催スケジュール 

開催回（開催日） 案 件 

第１回（平成 27年 5月 21日） ・「（仮称）青森市地域福祉計画」策定スケジュールについて  

・「青森市地域福祉計画」フォローアップについて  

・アンケート調査の実施について 

第２回（平成 27年 8月 20日） 

 

・アンケート調査の結果について  

・「（仮称）青森市地域福祉計画」骨子（案）について 

第３回 

（平成 27年 11月 17日予定） 

・計画素案について 

・計画素案に対するパブリックコメントの実施について 

第４回 

（平成 28年 2月上旬予定） 

・計画素案に対するパブリックコメントの実施結果について 

・計画案について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



「（仮称）青森市地域福祉計画」基本方向

次期計画の基本方向（イメージ）

○地域で支え合う意識の向上
市民一人ひとりが地域でつながり支え合うとい
う意識がこれまで以上に根付くよう、地域で支
え合う意識づくり、権利擁護意識の向上を推進
します。

○福祉サービス提供体制･相談体制の充実
高齢者、障がい者、子どもなどが地域で安心して生活
できるよう、各種支援制度や相談体制等の充実を図
ります。

○地域福祉の担い手の育成・連携
今後の更なる高齢化、少子化、人口減少に備え
た地域づくりを進め、地域で支え合う力を強化
するため、地域福祉の担い手の育成・連携を図

○地域での共助ネットワークの構築
地域内の高齢者、障がい者、子どもなど支援が
必要な方を、住民同士で支え合える体制づくり
を進めます。

3 現状と課題、計画の基本方向

○本計画は「青森市総合計画後期基本計画」の分野別計画として、計画中の施策である「地域福祉の推進」を具体化するための計画として策定します。
また、 社会福祉法第107条に基づく「市町村地域福祉計画」です。
○健康福祉政策関連の各計画における、地域福祉に関する理念や目標を共有し、整合性を図り、地域福祉を総合的に推進するための計画とします。

1 計画策定の目的

○地域福祉推進のための基盤整備

青森市福祉増進センターや青森市総合福祉セン
ター、福祉館など、地域における福祉活動拠点
のハード面の充実を図るとともに、それらの拠
点を活用した集まりや交流の場づくりなどのソ
フト面でも地域住民が活動しやすい環境づくり
を図ります。

制度改正

医療制度改革（病床数削減）

介護保険制度改革

生活困窮者自立支援制度の開始

障害者差別解消法の制定
障害者権利条約の締結

社会福祉法改正（予定）
（社会福祉法人の地域貢献）

社会動向

災害時における要支援者への配慮
（避難支援、福祉避難所）

少子化・高齢化、人口減少

地域コミュニティの希薄化

虐待、孤立、引きこもり、認知症
の顕在化

生活支援ニーズの多様化

地域福祉の担い手不足

市民、町(内)会、福祉団体等へのアンケート

【現状】近所のつながり希薄化、支援ニーズ
と提供ニーズのずれ、人材不足 など

【今後】地域住民のつながりが必要

平成２８年度から平成３２年度（５年間）
※後期基本計画と同期間

２ 計画期間

○住民同士で支え合う意識の更なる向上が必要
少子化・高齢化、人口減少、核家族化、地域コミュニティの
希薄化により、地域の中でお互いに支え合う互助の力（相互扶
助の力）が低下してきていることから、支え合う地域づくりを
進めていくため、地域住民一人ひとりの地域でお互いに支え合
う意識の向上が必要となっています。

○地域で支え合う体制づくりが必要
医療や介護などの社会保障制度改革により、高齢者や障がい

者はこれまでの入院・入所生活から在宅生活への移行が促進さ
れ、地域における包括的な支援が必要となること、また、地域
住民や団体のニーズとして、地域福祉の推進のために地域の団
体の交流・連携が必要と考えていることから、多様な主体が連
携し、地域ごとに人や団体を結び付け、住民同士が支え合う体
制づくりが必要となっています。

○地域の状況に応じた支援や相談対応・情報提供が必要
介護保険制度改革による生活支援等のための新しい総合事業の実
施や、生活困窮者への自立支援制度の実施、また、災害時における
要支援者への避難支援など、様々な制度改正や地域住民のニーズに
対応するため、地域の状況に応じた支援の実施、相談対応、情報提
供が必要となっています。

○担い手の不足への対策が必要
町（内）会や社会福祉法人等の地域福祉の担い手はスタッフ

が不足している状況であり、行政も民生委員の欠員など担い手
不足が生じていることから、これまでの地域福祉活動を継続あ
るいは発展させていくため、地域福祉の人材の育成・確保によ
り一層力を入れていく必要があります。

○地域福祉活動のための「場」の整備・提供が必要
市所有施設の老朽化に対応した地域福祉活動のための施設管

理や、介護保険制度改革に伴う高齢者の在宅生活を支えるため
の施設整備の推進などハード面の「場」の管理・整備が必要で
す。
また、コミュニティの希薄化を改善するため、地域住民や団

体が交流する機会づくりが重要であることから、ソフト面での

現状

課題
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≪障がい者福祉専門分科会≫ 担当課 障がい者支援課 

 

 ・調査審議事項 

  障がい者の健康福祉に関する事項 

○障がい者福祉に関する計画の検討審議など 

   ＜参考＞  

「（仮称）青森市障がい者計画」基本方向   5ページ参照 

 

 

・平成２７年度の開催スケジュール 

開催回（開催日） 案 件 

第１回（平成 27年 5月 21日） ・「（仮称）青森市障がい者計画」の策定について 

・「青森市障害者計画」のフォローアップについて 

・アンケート調査について 

第２回（平成 27年 6月 30日） ・「青森市障害者計画」フォローアップに対する意見について 

・アンケート調査（案）について 

第３回（平成 27年 11月予定） ・アンケート調査の結果について 

・「（仮称）青森市障がい者計画」骨子（案）について 

第４回（平成 27年 11月予定） ・「（仮称）青森市障がい者計画」素案（案）について 

・計画素案に対するパブリックコメントの実施について 

第５回（平成 28年 2月予定） ・計画素案に対するパブリックコメントの実施結果について 

・「（仮称）青森市障がい者計画」（案）について 

 

 

 

 

 



「（仮称）青森市障がい者計画」基本方向

次期計画の基本方向（イメージ）

○互いを尊重し支え合う社会の形成

障がいに対する理解を促進し、障がいを理由
とする差別の解消、障がいのあるかたの権利擁
護の推進を図ります。

○障がい者の地域生活支援の充実

地域での生活を支援する在宅サービスの充
実を図るとともに、必要な福祉サービスの情
報を提供するなど、身近で相談できる体制の
充実を図ります。
また、障がいのあるかたを支援する人材の

○障がい者の自立した生活の確保

療育・教育に係る相談支援体制の充実を図
り、切れ目のない支援を推進します。
また、障がいのあるかたの雇用の拡大と就

労支援を図るとともに、スポーツ・文化・芸

3 現状と課題、計画の基本方向

○本計画は障害者基本法第１１条第３項の規定により策定が義務付けられている「市町村障害者計画」であり、また、「青森市新総合計画後期基本計画」の分野別計画と
して、計画中の施策である「障がい者福祉の充実」を具体化するための計画として策定します。
○本市の課題と情勢の変化を踏まえ、市における障がいのあるかたに関する施策の総合的かつ効果的な展開の方向を定めることにより、障がいの有無に関わらず、互いを

1 計画策定の目的

○安全・安心な暮らしの確保

障がいのあるかたに配慮したまちづくりを
推進するとともに、防災・防犯対策の推進及
び緊急時の情報提供・通信体制の整備を図り
ます。
また、障がいの特性に配慮した情報の提供

を図ります。

現計画のフォローアップから

平成２８年度から平成３２年度（５年間）
※後期基本計画と同期間

２ 計画期間

○障がいに対する理解の更なる促進が必要

障害者権利条約の締結や障害者差別解消法の制定など、障
がいのあるかたの権利保障の機運が高まる中、外見だけでは
分かりづらい障がいのあるかたは理解を得ることが難しいと
感じているなど、依然として障がいに対する理解が不足して
いることから、障がいに対する理解を更に促進する必要があ
ります。
また、虐待防止意識の高まりがある一方で、虐待が行われ
ているという事実があるということを踏まえ、障がいのある
かたの権利擁護を推進する必要があります。

○自立に向けた切れ目のない支援が必要

友人との関係づくり、就労に向けた教育、教職員の理解な
ど、子どもの教育環境への不安や将来への不安を感じている
ことから、医療・保健・福祉・教育の連携による切れ目のな
い支援が必要となっています。
また、一般就労への移行促進のため、障がいのあるかたの
状況に配慮した就労支援が求められています。

○地域での生活を支援する体制の充実が必要

在宅での暮らしを続けたいと考えているかたが多いことか
ら、在宅サー ビスの充実が求められています。
また、専門的な相談窓口が身近にはない、医療や福祉サー
ビスなど必要な情報が不足していると感じているかたが多い
ことから、地域における居住支援機能の集約など、地域での
生活を包括的に支援する体制を充実する必要があります。

○障がいのあるかたに配慮したまちづくりが必要

バリアフリー化は、進んでいると感じる人がいる一方、ま
だ不十分と感じる人もいることから、更にバリアフリー化を
推進するなど、障がいのあるかたに配慮したまちづくりが必
要となっています。
また、地震などの災害に対する家庭における意識度が低い
ことや、避難時や避難所での生活に不安を感じていることか
ら、防災・防犯対策を推進し、緊急時における情報提供・通
信体制等の整備が必要となっています。

現状 課題

障がい者への理解不足

虐待事案の発生

防災意識の高まり不足

発達障がい児等への支援不足

一般就労への移行の停滞

アンケート調査・意見交換会から

在宅生活への希望

バリアフリー化の不足

身近な相談窓口の不足

災害時の生活への不安

子どもの教育環境への不安

医療・保健・教育との連携不足

子どもの将来への不安

子どもの居場所の不足

経済的負担の増大

福祉サービス等の情報不足

制度改正

「災害対策基本法」改正

「障害者権利条約」締結

「精神保健福祉法」改正

「障害者差別解消法」制定

「障害者雇用促進法」改正
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≪障がい者福祉専門分科会 審査部会≫ 担当課 障がい者支援課 

 

 ・調査審議事項 

  身体障がい者の障がい程度の審査に関する事項など 

１ 身体障害者手帳の交付に際し障がい程度に疑義が生じた場合 

 

 

 

 

２ 身体障がい者手帳交付に係る医師の指定及び取消し等 

 

 

 

 

  ３ 自立支援医療を担当する医療機関の指定及び取消し等 

 

 

 

 

 

・平成２７年度開催状況 

  書面審査：3件 

   ○指定自立支援医療機関（更生医療・育成医療）の指定  0件 

   ○身体障害者手帳の交付申請に係る医師の指定       3件 

 

審査 

調査審議 

審査 

本審査部会 市 申請者 

本審査部会 市 医師 

本審査部会 市 医療機関等 
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≪児童福祉専門分科会≫ 担当課 子どもしあわせ課、子育て支援課 

 

 ・調査審議事項 

  児童及び母子の健康福祉に関する事項 

○「（仮称）青森市子ども総合計画」の検討審議など 

    ＜参考＞ 

     「（仮称）青森市子ども総合計画」基本方向   8ページ参照 

  ○児童福祉施設等の認可に係る基準条例の制定 

  ○児童福祉施設等の認可など 

 

 

・平成２７年度の開催スケジュール 

開催回（開催日） 案 件 

第１回（平成 27年 5月 19日） ・（仮称）青森市子ども総合計画の策定について 

・アンケート調査の実施について 

・平成 27年度青森市子ども会議の開催概要について 

・青森市ひとり親家庭等実態調査結果について 

第２回（平成 27年 6月 22日） 

 

・小規模保育事業Ａ型の認可について 

第３回（平成 27年 7月 6日） 

 

・「青森市子ども総合計画（後期計画）」フォローアップについて 

第４回 

（平成 27年 11月 9日予定） 

・「（仮称）青森市子ども総合計画」策定に係るアンケート調査結

果について 

・「（仮称）青森市子ども総合計画」骨子（案）について 

第５回 

（平成 27年 11月下旬予定） 

・「（仮称）青森市子ども総合計画」素案について 

・「（仮称）青森市子ども総合計画」素案に対するパブリックコメ

ントの実施について 

第６回（平成 28年 1月予定） ・幼保連携型認定こども園の設置の認可について 

 

第７回（平成 28年 2月予定） 

 

・「（仮称）青森市子ども総合計画」案について 

・「（仮称）青森市子ども総合計画」素案に対するパブリックコメ

ントの実施結果について 

 

 

 

 



「（仮称）青森市子ども総合計画」基本方向

次期計画の基本方向（イメージ）

○子どもの権利が保障される環境づくり

平成24年12月に制定した「青森市子どもの権利条
例」の趣旨に基づき、子どもにとって大切な権利の保
障を図ります。

○子どもが安全で安心して暮らせる環境の整備
子どもを交通事故や犯罪被害などから守るほか、子ども
や妊産婦が安全で快適に過ごせる生活環境の整備を図り
ます。

○妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援
母子保健対策の充実及び小児救急医療体制の確保

を図るほか、ニーズに応じた多様な保育サービスを
提供するなど、保護者が安心して妊娠・出産・子育
てができる環境づくりを図ります。

○健やかで心豊かな育ちへの支援
学校や家庭、地域などの連携により、学力はもと

より豊かな心や健やかな体の育成を図るとともに、
子どもの活動機会を充実させるなど、子どもの健や
かな育ちへの支援を図ります。

3 現状と課題、計画の基本方向

○本計画は、急速に進行する少子化をはじめ、家庭及び地域を取り巻く環境変化に対応した次世代育成支援対策を総合的かつ継続的に推進するための計画として策定します。
○本計画は「青森市新総合計画後期基本計画」の分野別計画として、市の子どもに関するあらゆる施策を総合的に推進するための計画とします。
また、 次世代育成支援対策推進法第8条第1項に基づく「市町村行動計画」です。さらに、母子及び父子並びに寡婦福祉法第12条に基づく「母子家庭等及び寡婦の生活の安定と

向上のための措置に関する計画（自立促進計画）」としての位置づけを含むものです。

1 計画策定の目的

○特に支援が必要な子どもや家庭への支援

障がい児や障がい児家庭、ひとり親家庭、児童虐
待の恐れがある家庭などのほか、貧困の状況にある
子どもなど、特に支援が必要な子どもや家庭に対す
る、きめ細かい支援を図ります。

制度改正

青森市子どもの権利条例制定

いじめ防止対策推進法制定

子ども・子育て支援法制定

放課後子ども総合プラン

障がい者権利条約締結

現計画のフォローアップから

学校などにおける教育の更なる充実

子どもの権利の更なる普及啓発

子どもの活動機会の更なる充実

安全安心な環境整備の推進

特別な支援が必要な子どもや

家庭への支援の充実

保護者が安心して働ける環境づくり

平成２８年度から平成３２年度
（５年間）
※後期基本計画と同期間

２ 計画期間

○子どもの権利に関する更なる普及啓発が必要

子どもの権利に関しての普及啓発活動を進めるとともに、相
談体制の充実を図るなど、子どもの権利が保障される環境づく
りを推進する必要があります。

○子どもたちが健やかに育つための環境づくりが必要

学校や家庭、地域などの連携により、学力はもとより豊かな
心や健やかな体の育成を図るとともに、発達障がい、要保護・
準要保護児童生徒、いじめ・不登校などへの対応を的確に図る
必要があります。
また、子どもの活動機会や交流機会の確保、子どもの居場所

づくり等を通じ、思いやりの心の醸成を図るなど、子どもの活
動機会の充実を図る必要があります。

○子どもが安全に安心して暮らせる環境の整備が必要

子どもを交通事故や犯罪被害などから守り、子どもたちが安全で安
心して過ごせる環境づくりを推進する必要があります。
また、住環境や公園をはじめ、生活環境全般について子どもや妊産
婦が安全で快適に利用できるよう適性に整備・管理する必要がありま
す。

○大人が安心して妊娠・出産・子育てができる環境づくりが必要

医療機関等との連携により、安心して妊娠・出産・育児がで
きる母子保健対策の充実及び小児救急医療体制の確保を図るほ
か、妊産婦や子どもの医療費の軽減を図る必要があります。
また、ニーズに応じた多様な保育サービスの提供等により、

保護者が安心して働ける環境づくりを推進するとともに、地域
における子育て支援活動などを促進する必要があります。

○特別な支援を必要とする子どもや家庭への支援が必要

障がい児、ひとり親家庭など特別な支援を必要とする子ども
や家庭への支援を促進する必要があります。
また、子どもの将来が生まれ育った環境によって左右される

ことのないよう、貧困の状況にある子どもが健やかに育成され
る環境を整備する必要があります。

現状

課題

子どもの貧困対策の推進に関する
法律制定

母子保健・医療体制の更なる充実

アンケート調査結果から

子育て世帯に悩みや不安がある

子どもの遊び場が不足

地域社会の安全安心の確保

仕事と子育てが両立できる環境が不十分

子どもの権利の認知度が低い

子ども関連団体等のマンパワーが不足

障がい児支援に関する連携が不十分
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≪高齢者福祉専門分科会≫ 担当課 介護保険課、高齢者支援課 

 

 ・調査審議事項 

  高齢者の健康福祉に関する事項 

○「青森市高齢者福祉・介護保険事業計画」の検討審議など 

 

 

・平成２７年度の開催スケジュール 

開催回（開催日） 案 件 

第 1回（平成 27年 5月 14日） ・青森市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

・青森市認知症ケアパスについて 

・青森市高齢者等ＳＯＳネットワークについて 

第 2回（平成 28年 1月予定） ・青森市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定め

る条例等の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 ＜主な事項＞ 

「青森市高齢者福祉・介護保険事業計画 第６期計画 平成 27年度～平成 29年度」の概要 

10～11ページ参照 

 

 

 



 1 

 

 

 

    1111    高齢化高齢化高齢化高齢化のののの状況状況状況状況などなどなどなど    

 

 

 

 

 

 

 

 

2222    計画策定計画策定計画策定計画策定のののの趣旨趣旨趣旨趣旨    

     団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年（2025 年）を見据え、高齢者ができる限り住み慣れた地域で

暮らし続けることができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び日常生活の支援が包括的に確保され

る地域包括ケアシステムの構築に向けて取り組むとともに、青森市新総合計画に掲げる「健やかで心安ら

ぎ 人と人がつながり支え合うまち」の実現を目指して本計画を策定します。 

 

3333    計画策定計画策定計画策定計画策定のののの位置位置位置位置づけづけづけづけ    

    本計画は、介護保険法第 117 条に基づく介護保険事業計画と老人福祉法第 20 条の 8 の規定に基づく老

人福祉計画を一体的な計画として策定します。 

また、青森市新総合計画に掲げる高齢者に関する施策を総合的に推進するための分野別計画に位置付け

られています。 

 

4444    基本理念基本理念基本理念基本理念    

 

 

 

5555    基本方向基本方向基本方向基本方向    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6666    計画計画計画計画のののの推進体制推進体制推進体制推進体制    

   ①目標とする指標の設定 ②国の施策等に対応するための弾力的な運用 ③市民と行政の協働 

   ④各関係団体との連携  ⑤審議会における高齢者施策の審議     ⑥組織体制の強化 

 

 

 

健康づくりの強化

介護予防の推進

社会活動への参加促進

就業機会の創出

在宅医療・介護連携の推進

生活支援サービスの充実

認知症施策の推進

権利擁護の推進

虐待対策の強化

見守り体制の強化

交通安全活動の推進

消費生活相談の充実

災害時等支援の充実

住まいの充実

持続可能な介護体制の構築

適正なサービス提供体制の確立

介護保険料収納率の向上

施設・居住系サービスの整備

地域包括支援センターの体制強化

第3節　

第3節　

4 高齢者の尊厳の保持

5 認知症施策の推進

第

4

章

第1節　

第2節　

高齢者の安全で安心

な暮らし

第1節　

第2節　

健
や
か
で
心
安
ら
ぎ
　
人
と
人
が
つ
な
が
り
支
え
合
う
ま
ち

平均寿命・健康寿命

の延伸
第2節　

第

2

章

高齢者の生きがいつ

くりと社会参加

第1節　

第2節　

介護予防の推進

第

1

章

第1節　

■計画の体系図

基本理念 基本方向 節章

第4節　

1

高齢者の生きがいづ

くりと社会参加
2

高齢者の尊厳の保持

第1節　

第2節　

第3節　

第

3

章

在宅医療・生活支援

の充実
3

地域包括ケアシステ

ムの構築

6
高齢者の安全で安心

な暮らし

第3節　

第4節　

第4節　

7 介護サービスの充実

第

6

章

介護サービスの充実

第1節　

第2節　

第

5

章

 

 

 

 

 分野別施策のほか、主に次の内容について本計画に位置づけることとします。 

○○○○介護保険制度介護保険制度介護保険制度介護保険制度のののの概要概要概要概要    

  （介護保険制度の改正、介護保険料の算出方法等） 

 ○○○○介護保険事業介護保険事業介護保険事業介護保険事業のののの運営状況運営状況運営状況運営状況    

 ○○○○介護保険事業介護保険事業介護保険事業介護保険事業のののの円滑円滑円滑円滑なななな運営運営運営運営    

「青森市高齢者福祉・介護保険事業計画 第 6期計画 平成 27 年度～平成 29 年度」の概要 

Ⅰ 計画策定の趣旨と位置づけ等 Ⅱ 分野別施策の体系図 

健やかで心安らぎ 人と人がつながり支え合うまち 

 

介護予防の推進 

 

高齢者の生きがいづくりと社会参加 

 

地域包括ケアシステムの構築 

 

高齢者の尊厳の保持 

 

認知症施策の推進 

 

高齢者の安全で安心な暮らし 

 

介護サービスの充実 

 Ⅲ 介護保険サービスの事業費及び介護保険料等   

○高齢化の進展 

   【高齢者人口】【高齢化率】 

H26年  約7万9千人  26.7％ 

H29年  約8万3千人   29.5％ 

H37年  約8万7千人   33.9％ 

○要介護等認定者（第1号）数 

の増加 

    【認定者数】 【認定率】 

H26年  約1万5千人  19.4％ 

H29年  約1万7千人  20.8％ 

H37年  約2万1千人  24.7％ 

○給付費等の推移 

    【給付費】【保険料(月額)】 

H26年度 約251億円   5,546円 

H29年度 約274億円   6,394円 

H37年度 約386億円   10,064円 

  ※H37 年度は現状推計の参考値 

unyo01
テキストボックス

unyo01
ノート注釈
unyo01 : Unmarked

unyo01
ノート注釈
unyo01 : Accepted

unyo01
タイプライターテキスト
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 2 

いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援生活支援生活支援生活支援・・・・介護予防介護予防介護予防介護予防

住住住住まいまいまいまい

地域包括ケアシステム

■在宅系サービス：
・訪問介護　・訪問看護　・通所介護

・小規模多機能型居宅介護

・短期入所生活介護

・24時間対応の訪問サービス

・複合型サービス

　・自宅

　・サービス付き高齢者向け住宅
相談業務やサービスの

コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス

・介護老人福祉施設

・介護老人保健施設

・認知症対応型共同生活介護

・特定施設入居者生活介護

　　　　　　　　　　　　　　　　等

日常の医療：

　・かかりつけ医、有床診療所

　・地域の連携病院

　・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO　等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院

通所・入所

病院：

　急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医医医医　　　　療療療療 介護が必要になったら･･･

　　　　　　　　　　　　介介介介　　　　護護護護

■介護予防サービス

 

 

● 介護保険制度は、「地域包括ケアシステムの構築」と「費用負担の公平化」の2点の視点から改正が行われ、平成27年度から順次実施されます。 

● いわゆる「団塊の世代」が後期高齢者となる2025年に向けて、高齢者ができる限り住みなれた地域で暮らし続けることができるよう、認知症施策、医療との連携、高齢者の居住に係る施策との連携、

生活支援サービスなどの地域包括ケアシステムの実現に必要な取組みを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅳ 第 6期計画における重点事項等及び介護保険制度の主な改正内容について 

◆医療・介護連携の推進 

  市医師会等と連携を図り、在宅医療・介護サ

ービスの把握等の実施 

【H27から順次実施】 

◆認知症施策の推進 

①認知症地域支援推進員の設置   【H27実施】 

②認知症ケアパスの普及（パンフレット配付） 

【H27実施】 

③認知症初期集中支援チームの設置 

                  【実施検討】 

◆生活支援サービスの充実 

   H29年4月の総合事業移行に向けて、多様なサ

ービス提供のための資源発掘・担い手育成等の

実施          【H27から順次実施】 

◆地域包括支援センターの体制強化 

①日常生活圏域の区域見直し 

              【H28実施】 

②（仮称）青森市基幹型地域包括支援セ

ンター の設置  【計画期間内実施】 

◆介護予防の推進 

①介護予防事業の強化・見直し 

【順次実施】 

②新しい総合事業への移行 

【H29年4月実施】 

◆介護給付の適正化の推進 

  新たにケアマネジャー・理学療法士な

どの専門職のアドバイザーによるケア

プラン点検の実施     【H27 実施】 

地域包括ケアシステムの構築に向けた第 6期計画における重点事項等 

1 介護保険料が変わります 

4 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の入所基準が変わります 

2 一定以上の所得があるかたは自己負担が 2 割になります 

3 低所得の施設利用者の食費・居住費軽減の適用要件が変わります 5 新しい介護予防・日常生活支援総合事業が始まります 

特別養護老人ホームの新規入所者を原則、要介護 3 以上に限定する

こととされています（既入所者は除く）。※要介護 1･2 の方であって

もやむを得ない事情等の場合は、特例入所を認められる場合がありま

す。               【【【【平成平成平成平成 27272727 年年年年 4444 月月月月からからからから実施実施実施実施】】】】 

65 歳以上の被保険者のうち所得上位 20％に相当する基準である合計所得金額 160 万円以上

の者（単身で年金収入のみの場合、280 万円以上）を基本として、利用者負担を 2 割に見直し

を行うこととしています。                  【【【【平成平成平成平成 27272727 年年年年 8888 月月月月からからからから実施実施実施実施】】】】 

低所得の施設利用者の食費・居住費負担を軽減する「補足給付」に

ついて、一定額を超える預貯金等（単身 1,000 万円、夫婦世帯 2,000 万円）

がある場合や世帯分離をしている配偶者が市民税課税の場合は、軽減

対象外となります。       【【【【平成平成平成平成 27272727 年年年年 8888 月月月月からからからから実施実施実施実施】】】】 

 介護予防給付（要支援 1･2 のかた向け）の「介護予防訪問

介護」と「介護予防通所介護」が、市町村が行う「介護予防・

日常生活支援総合事業」へ移行します。 

【【【【平成平成平成平成 29292929 年年年年 4444 月月月月からからからから実施実施実施実施】】】】 

低所得者の保険料の著しい上昇を防ぐため、保険料の段階を第 5 期の 11 段階から 13 段階へ細分

化し、中間層の料率の配慮をするとともに、高所得層の料率の引き上げを行います。なお、低所得

者の負担軽減のため、給付費 5 割の公費とは別枠で公費（国・県・市）を投入し、低所得者の負担

軽減を図る予定としています。                   【【【【平成平成平成平成 27272727 年年年年 4444 月月月月からからからから実施実施実施実施】】】】 

介護保険制度の改正のポイント 

unyo01
ノート注釈
unyo01 : Unmarked

unyo01
タイプライターテキスト
11

unyo01
テキストボックス



 

12 

≪地域保健専門分科会≫ 担当課 保健予防課、生活衛生課、健康づくり推進課 

 

 ・調査審議事項 

  地域住民の健康の保持及び増進に関する事項 

○「元気都市あおもり健康づくり推進計画」の検討審議など 

○健康づくりや公衆衛生に係る事項など 

 

 

・平成２７年度の開催スケジュール 

開催回（開催日） 案 件 

第１回 

（平成 28年 2月以降予定） 

・平成 28年度青森市保健所の主な事務事業（案）について 

（予定） 

・平成 28年度青森市食品衛生監視指導計画（案）について 

（予定） 

 

 

 

 ＜主な事項＞ 

  元気都市あおもり健康づくり推進計画（平成 26年 10月策定）   13ページ参照 

元気都市あおもり健康アップ推進会議   14ページ参照 

  あおもり市民健康アップフォーラム    15ページ参照 
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健
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、
人
と
人
が
つ
な
が
り
支
え
合
う
ま
ち
の
実
現

元気都市あおもり健康づくり推進計画 概要

全体目標

市民のヘルスリテラシー
（健康教養）の向上

生活習慣病の発症予防
と重症化予防の徹底

健（検）診の充実

栄養・食生活

身体活動・運動

休 養

飲 酒

喫 煙

歯・口腔の健康づくり

子どもの健康づくり

高齢者の健康づくり

こころの健康づくり

社会全体で支える
健康づくり

①市民のヘルスリテラシー（健康教養）の向上への支援

②健康に関する正しい知識を身につけ活用し、普及する

①がん、循環器疾患、糖尿病などの予防
②高血圧、肥満予防対策の推進

①健（検）診の重要性の普及啓発
②受診しやすい健（検）診の環境づくり

①健康な食習慣の確立

②人材の育成とバランスのとれた食の普及啓発
③市民が食生活改善に取り組みやすい環境づくり

①身体活動・運動に取り組む習慣づくり

②運動に取り組める環境の整備

①良質で充分な睡眠と休養についての普及啓発

②休養を大切にする社会環境の改善

①過度の飲酒による健康への悪影響に対する取組の推進

②未成年者や妊婦の飲酒防止

①たばこの害と健康への悪影響に関する知識の普及と禁煙

支援、受動喫煙防止対策の推進

①生涯を通じた歯・口腔の健康づくり

②生活習慣病予防のための歯周病対策

①子どもの健やかな発育と健康的な生活習慣づくり

①高齢になっても元気でいきいきと生活できる心身機能の維
持・向上

①こころの健康を保つ知識の普及
②うつ病予防、自殺予防の普及啓発

③身近な相談体制の整備

①市民が生活習慣改善に取り組みやすい環境づくりの推進

②地域、学校、企業、行政の連携による、社会全体で健康づ

くりに取り組む環境の整備

３ 生涯を通じて健康であ
るための生活習慣
づくり

１ 市民のヘルスリテラ
シー（健康教養）の
向上

２ 生活習慣病の発症
予防と重症化予防
の徹底

４ 社会生活を営むため
に必要な心身の機能
の維持・向上

５ 地域における健康づ
くり運動の促進と健康
を支え守るための
環境づくり

○
生
活
習
慣
病
に
よ
る
死
亡
率
の
減
少
と
、
働
き
盛
り
世
代
の
死
亡
の
減
少
を
図
り
、
平
均
寿
命
の
延
伸
を
図
る

○
一
人
一
人
が
健
康
に
つ
い
て
学
び
、
行
動
す
る
力
を
持
ち
、
社
会
全
体
で
支
え
合
い
な
が
ら
健
康
づ
く
り
に
取
り
組
む

国の「健康日本21（第2次）」及び県の「健康あおもり21（第2次）」を踏まえ、
健やかで心安らぎ、人と人がつながり支え合うまちの実現を図るため、今後
7年間の市民の健康づくりに関する目標と取組の方向性を示す。

○「青森市新総合計画－元気都市あおもり 市民ビジョン－前期基本計画」第２章の施策である
「健康づくりの充実」等、健康づくりに関連する施策を総合的かつ効果的に推進するための
分野別計画。

○健康増進法（平成１５年５月施行）第８条第２項に基づく市町村健康増進計画。

計画期間は、平成２６年度から平成３２年度。

計画策定の目的 計画の位置づけ 計画期間

○三大生活習慣病による死亡率（人口10万対）が全国より高い。
○生活習慣病による死亡の中でも、65歳未満の死亡（早世）が、
平成23年では約5分の１、平成24年では約６分の１である。

○がんに関する市民アンケート調査では、約8割の市民が、がん検
診は早期発見・早期治療につながると答えているが、検診受診
行動は約5割である。

○約3割の市民は、家族や地域・職場で、がん検診を勧めたり勧め
られたりすることはほとんど無い。 （平成25年度）

⇒知識や意識を適切に活用し行動する、ヘルスリテラシー
（健康教養）を備えた人材を育成する必要がある。

⇒早世の減少と平均寿命の延伸を図るため、生活習慣病の
発症予防と重症化予防を徹底する必要がある。

○それぞれの地域特性を活かし、市民が主体的な健康づくり活動
を実践しているが、地域社会全体に拡がっていない。

⇒地域、学校、企業、行政の連携により、社会全体で相互に
支え合いながら、一体となって健康づくり運動を進めていく
必要がある。

○市民意識調査（平成24年度）
・肥満：約3人に1人の男性が肥満である。
・食生活：約4人に1人が食事のバランスについて、実行していな
い。

・運動・身体活動：約4人に1人が運動もしていないし、身体もあま
り動かさない。

・休養：約5人に1人が、睡眠による休養が十分取れていない。
・ストレス：約5人に1人が、ストレスや気分の落ち込みが大いに
ある。
・喫煙：40代男性の約４割が喫煙している(平成23年度）。
・飲酒：約６人に１人が毎日飲酒している。
・歯：約4人に1人が、歯の健康を守るため特に何もしていない。
○学校保健統計調査（平成24年度）
・全国と比較して肥満傾向児の出現率が高い。

⇒子どもから大人まで、全てのライフステージにおいて、生
涯を通じて健康であるための生活習慣づくりを進める必
要がある。

⇒特に子どもの頃からの健康的な生活習慣づくり、また、
社会生活を営むために必要な、こころの健康づくり、
高齢になっても自立し元気に生活できるような心身機
能の維持向上に取り組む必要がある。

現状と課題 全体目標 基本方向 主な取組

Ⅲ
健
康
を
支
援

す
る
地
域
づ
く

Ⅰ
健
康
づ
く
り
の

た
め
の
人
づ
く
り

Ⅱ
生
涯
を
通
じ
た
健
康
づ
く
り

男性の平均寿命 全国ワースト４位、県内最下位

基本視点
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市民が健康で長生きするためには、市民一人一人の健康づくり実践に加え、行政のみならず、保 

健・医療機関、地域の関係団体、学校、企業・事業所等が、共通認識のもとに一体となって、市民 

総ぐるみの健康づくり運動に取り組んでいく必要があることから、平成 26 年 5月に、元気都市あお 

もり健康アップ推進会議を立ち上げました。 

健康づくり活動の実施にあたっては、保健・医療機関、地域の関係団体、学校、企業・事業所等が 

それぞれの役割から、主体的に取り組むことが重要であることから、推進会議の中に、４つの部会を 

設置しました。 

 

 

組織図 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

市民総ぐるみの健康づくりの推進に向けた組織概要　

会 長 （市 長）

●健康づくりリーダー及び健康づくり

サポーターの育成に関する事項
●企業・事業所における健康づくりの

推進に関する事項

●地域における運動、食等を通じた

健康づくりの推進に関する事項

アドバイザー ( 弘前大学大学院医学研究科長 中路 重之氏)

推進会議
推進会議の意思決定機関

●地域における健康づくりの普及啓発

に関する事項

運動・食等推進部会人材育成部会 職域健康づくり部会 健康づくり普及啓発部会

事務局
（青森市保健所健康づくり推進課）

実践組織（部会）
（事業の企画・運営・実施機関）

元気都市あおもり健康アップ推進会議

Ⅰ 元気都市あおもり健康アップ推進会議（市民総ぐるみの健康づくり運動） 

  

                                                              健康づくり推進課     

 

  

 

 

より多くの市民のヘルスリテラシー（健康教養）を高めていくため、身近な地域の中で、健康 

づくりについて気軽に話題にし、伝え合い、互いに学び、具体的な行動へと導いていく健康づく 

りの人材育成を強化していくことが必要です。 

人材育成部会では、地域や職場で健康づくりを牽引していく「健康づくりリーダー」及び、自 

ら健康づくりを実践し、周囲へ健康づくりを広げていく「健康づくりサポーター」を育成します。 

  

 ・あおもり健康づくりリーダー育成ゼミ  ・あおもり健康づくりサポーター育成研修会 

 

 

 

本市の生活習慣病による死亡の中でも、65歳未満の死亡が多いことから、働き盛り世代の死亡 

の減少と寿命の延伸を図るための取り組みが必要です。 

職域健康づくり部会では、働き盛り世代の健康づくりを進めるため、企業・事業所における健 

康づくり活動を強化します。 

 

・健康企業応援補助金事業   ・事業者向け健康づくり講座等の開催 

 

 

 

市民一人一人が、主体的に健康づくりに取り組むためには、健康に関する正しい知識の普及と 

健康づくりに取り組むことへの意識啓発を図ることが必要です。 

健康づくり普及啓発部会では、市民一人一人が、健康づくりに主体的に取り組めるよう、また、 

市民総ぐるみの健康づくりが広がるよう、地域における健康づくりの普及啓発を強化します。 

 

・あおもり市民健康アップフォーラムの開催   ・市民健康アップポスター等による周知啓発 

 

 

 

生活習慣病には、食生活や運動、喫煙などの生活習慣が大きく関係しますが、市民意識調査で 

は、市民の 4 人に 1人は身体活動や運動習慣もなく、また、食事バランスについても意識して実 

行していないという結果となっており、運動や健康的な食等に取り組むことが必要です。 

運動・食等推進部会では、生涯を通じた健康づくりを推進するため、地域における運動・食等 

を通じた健康づくり活動を推進します。 

 

・健康市民応援補助金事業   ・あおもり健康アップ・チャレンジ月間（9月～10 月） 

１ 人材育成部会 

２ 職域健康づくり部会 

（健康づくりのための人材育成の強化） 

（企業等における健康づくり活動の強化） 

（地域における健康づくりの普及啓発の強化） 

（地域における運動・食等を通じた健康づくり活動の推進） 

 

３ 健康づくり普及啓発部会 

４ 運動・食等推進部会 

Ⅱ 各部会 
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